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1％であって，生産性が年率3％上昇する場合には，潜在的供給能力の拡大率は近似的に
は両者の和すなわち4％ということになる。そこで今後の日本経済について考えると前者
はマイナスの値になる可能性が大きいので，生産性の向上が相当に大きくないと，潜在的
成長力は低くならざるを得ない。
　労働の生産性はさまざまな要因によって影響を受けるのでその将来の変化について予測
することは極めて困難である。ここでは生産年令人口の年令構成という客観的に把握しう
る事実に基づいて，労働生産性の向上の率が，30年前，20年前に較べて近年，さらに近い
将来において，低くなるものと考えられるという点を示しておきたい。
　表1によって知られる通り，日本の生産年令人口は1950年以来，次第に鈍化する率で今
日まで増加して来た。そしてこの間において，年毎に追加される若年者は減少の傾向にあっ
た。このことから当然に予測されるように，日本の生産年令人口は次第に高島化してきて
いるのである。簡単のために，生産年令人口を若年層（15才～29才）壮年層（30才～49才）
高年層（50才～64才）に三区分して考えると，その総数及び；構成比率は表1が示すように
変化してきている。
　労働生産性の絶対水準と労働力の年令との間にどのような関係があるかは簡単には解明
できないが，常識的には，生産に従事することの学習効果があるから，少くともある年令
に達するまでの問は年令と生産性の水準とは正の相関があると思われる。そしてその上昇
率は初期において高く，年令とともに漸減するものと考えられるのである。
　この判断が正しいものとすれぼ，年毎の生産性の向上の率は若年層においては高年層に
おけるより高いということになる。日本の場合に表1の示すように，1950年には若年層の
構成比率は45．3％であったのに，90年には31．3％に低下し，他方で高年層のそれは17．0％
から26、3％に上昇している。したがって，3階層全体としてのマクロ的にみた労働生産性
は，1990年においては1950年におけるよりも上昇しにくくなっているものと考えられるの
である。
　言うまでもないことであるが，生産年令人口の丁令化をもたらしている最大の要因は少
子化である。そしてそれは1970年代の後半から一段と激化し，当面それにブレーキがかか
る兆候はない。言いかえれば今後も当分の間は年毎に生産年令人口に参入する者の数は減
ることはあっても増加することはないのであり，したがって生産年令人口の高話化は進む
と予測される。上述の通り，これは労働生産性の向上を鈍化させるもので，したがってそ
れを打ち消す何らかの力が作用することが明らかにされない限り，労働の質の点からみて
も，総供給能力の将来的推移について楽観的にはなり得ないのである。
3。投資と国際経済関係
　一国の経済の総供給能力を規定する第二の要因である生産設備の在り方の点からみる
と，軍純化されたマクロ経済モデルに基づいて考えるならぼ，総供給能力の拡張の率は，
GDPに占める総投資の割合が高ければ高い程，そして投資の生産力効果が大きければ大き
い程，大であるとされる。そして総投資と総貯蓄とは事後的には恒等関係にあるから，GDP
に対する総貯蓄の比率が高いことが，総供給能力の拡張率を大とすると言うことも可能で
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ある。
　ところでこのような判断を現実の経済について適用する場合には，その際に用いるマク
ロ経済モデルを，政府の経済活動と対外経済関係を含むものにしておくべきである。そし
て前者に関しては政府支出の大きさとそれを賄う政府収入との関係，端的に言えば財政赤
字の状態が，そして後者に関しては国際収支の状態が，総供給能力の拡張との関係におい
て重要な意味をもつ。何故ならぼある年に行なわれる貯蓄は，財政赤字のファイナンス及
び国内投資と対外投資の資金に当てられるからである。
　過去半世紀の間の日本経済についてみると，GDPに対する貯蓄の比率は概して高かっ
た。そして凡そ1960年代末までの時期には，それは主として国内投資の資金に用いられた。
その間においては，政府の手による投資資金の配分も行なわれたが，その際には投資の生
産力効果の大きい産業部門が優先された。これらの事情により総供給能力は急速に拡張し，
これが高度成長を可能にしたのである．
　他方，第二次大戦後の日本の対外経済関係を回顧すると，1964年が一つの劃期であった
ことが知られる。日本の政府は1949年に「外国為替及び外国貿易管理法」を制定したが，
同法52條は輸入の承認制を定めている．そしてその実施は輸入の量的割当てによって行な
われたのであった。その頃の日本の経済力は大戦による直接・間接の影響によって著しく
疲弊しており，貿易収支には大幅な赤字があったから，輸入に規制を加えるのはやむを得
ないことであるとされていた。しかしながらその一方で，政府は一日も早く我が国が国際
経済社会の一員として受け容れられるようになることを目指したので，その要件をみたす
べく，輸入の自由化を達成しようと計った。それが一息達成されたのが1964年だったので
ある．現にこの年に日本は，IMFにおいてその第八條が適用される国となり，またOECDの
正式加盟国となったのである。
　実際にはこの年は日本の貿易収支が赤字基調から黒字基調に転じた年でもあった。そし
てそれ以後1970年代の初めにかけて，この黒字の額は増大した。一般に貿易収支が大幅な
黒字で，その故に経営収支も黒字であるという国の場合には，資本収支の面では資本流出
の超過があるのが普通である。勿論これと反対の組み合せ，すなわち経常収支が赤字であっ
て，資本の流入超過があるという状態も広く見られるのであるが，日本の場合には1950年
に制定された「外国資本に関する法律」があって，資本の流入は政府の規制の下におかれ
ていた。同法には“日本経済の自立とその健全な発展及び国際収支の改善に寄与する外国
資本に限りその投下を認める”という條項があったのである。
　とこ：うが1970年代に入って日本からの対外投資が増加するのと共に，外国資本の流入に
対する規制も緩和すべきであるとの意見が国の内外に高まり，1980年には上記の法律は抜
本的に改正され，資本の国際取引は原則として自由ということになって今日に到っている。
　これに加えて1973年春以来，為替レートの変動が市場の状況に委ねられることになった。
この状況の下に，今日大量の資金が国際的に動いていることは広く知られている通りであ
る．
　このような国際収支の状態の変化と我が国政府の対外経済政策の原則の変更とが，貯蓄
と国内・国外投資との関係にどのような影響を及ぼしたかと言えば，その主要なものは次
の二点である。その第一は近年我が国の広義の金融機関，すわわち各種の銀行，保険，証
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券に関わる企業の活動が著しく国際化し，国内投資のための資金供給の道が多様化したこ
とである。この状況は外国の広義の金融機関の日本での活動の増加によって増幅されてい
る。その第二は日本の民問企業の生産活動の場が外国にまで拡がったことである。勿論そ
の反面で外国の企業の日本での生産活動の増大もないわけではない。しかし日本経済の国
際経済社会における地位の現状からみて，当分の間対外投資は外国からの資本流入を上廻
るものと予想される。言いかえれば，貯蓄を資金として用いることに関して，国内投資と
対外投資とは競合関係にあるのである。
　もう一つの資金需要である財政赤字のファイナンスについてみると，日本の財政法は本
来赤字公債の発行を禁じていた．公債の発行は主として公共投資を賄うための建設公債に
限られていたのである。ところが1975年以後になると，いわゆる特例公債が多く発行され
るようになり，それは次第に大きな額となった．1980年代には増税なき財政再建が目指さ
れ，それはある程度実現されたが，1990年代に入って再び財政赤字は増大し，今日ではそ
のGDPに対する比率は他の先進国の場合に比しても大きい状態にある。
　このような状況は貯蓄の中で国内投資の資金となるべき部分を圧迫しているし，財政に
よる景気刺戟を困難ならしめているのである。
　底豆で述べるように財政々策の役割については今日さまざまな論議があるが，それはと
も角として財政の現状が民間企業の投資活動に対して重荷になっていることは否定できな
い。
4。政府の経済運営
　これまでみて来たように労働力の供給と生産設備の蓄積の面から考えると，日本経済の
成長力は，現在及び予想可能な将来においては，過去に較べて低いと考えざるを得ない。
これは成熟した経済に共通する性格であり，現に同様の事態はサミット参加の先進諸国に
ついても広く観察されるところである。
　ではこの状況の下で国民は政府にどのような経済運営の方策を期待するのであろうか。
また政府はこれにどのように答えるのだろうか。基本的に私的な経済主体の自由な活動に
基礎をおく“市場経済体制”の下では，政府の行なう経済政策は本来，補完的なものであ
る。しかしその補完的関与の程度については，国により，また時期によって相違がある。
　日本の場合には前節に述べた対外経済政策の推移に例示されるように，戦後半世紀の間
に政策による直接的関与は時の経過と共に縮小されて来た。
　特に1980年代の中曽根内閣の時期には，政府の経済に対する関与の縮小が明示的に唱え
られた。この時に，イギリスではサッチャー首相が，アメリカではレーガン大統領が“小
さい政府”を目指すという方針を標榜していた。またエコノミストの間では，ケインズ理
論に基づく経済政策に対する疑念や批判が広まっていた。それらの影響が日本に及んでい
たことは否定できない。しかしながら当時は，日本では行政の力，具体的に言えば中央官
庁の官僚の能力が，諸外国の場合に比して高いと考えられていたのである。
　ところが1990年に到って，株式，債券等の金融資産と，土地を中心とする不動産の価格
の暴落がおこると，それまで行なわれて来ていた政策運営の不適切さが俄かに指摘される
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ようになった。そして政治の面における自由民主党の長期政権の維持の崩壊と相まって，
立法府と行政府の関係の在り方が見なおされることになったのである。
　このような状況の出現と，マクロ経済にみられる変化とは無関係ではないと思われる。
経済界の人々は，直接的には経済そのものの低迷により，間接的には上述の政治面，行政
面に生じている混乱により，経済の先行きに関する信頼confidenceを失っている。
　この状態から脱却するためには，経済運営に関する政府の役割を再定義することが先ず
必要であろう。この点について白本では“大きい政府”か‘‘小さい政府”か，その何れを
とるかという問題提起がなされている。そして現在の橋本内閣は，規制緩和をキーワード
として，“小さい政府”を目指すと唱えている。ところが多くの国民は，そしてそれを反映
して多くの政治家たちは，自己の利益に基づいて，それに益する政策の維持を政府に求め
ている。その故に現政府の唱えている方針は仲々具体化されない状態にある。
　私はその原因は問題提起の仕方が不適切なところにあると考える。元来，今日の成熟し
た自由経済体制の下では，政府が経済に全く関与しないということはあり得ない。そこで
は経済の運営は基本的には市場機構に委ねられるべきであるとされるけれども，それだけ
でこと足りるわけではないのである。その理由は一言で言えば，市場機構の裏側には“市
場の失敗”matket　failureと呼ばれる現象があるからである。
　この種の失敗の例は色々あるが，ここでは次の二点を挙げておきたい。第一は適切な量
の公共的財・サービスの供給が確保されないことであり，第二は公正な所得配分状態の実
現が困難なことである。これらは何れも市場機構によっては達成されない。勿論実際問題
としては，前者に関して適切な量を定め，後者に関して“公正”な配分状態を見出すこと
は容易でない。そしてこれを誤るならぼ，M。フリードマンのいう“政府の失敗”　govern
ment　failureがおこる。しかし我々は困難を恐れずにこれらの問題に正面から取り組むべ
きである．
　このように市場の失敗の補完という観点に立って考察することによって我々は政府の役
割の在るべき姿を明らかにすることができる。規制緩和というキーワこドに則して言うな
らぼ，必要な規制と不必要な規制とを識別しうるのであるe
　先の節でみたように，世紀転換期の日本経済はかつてのような成長力を持っていない。
しかし人口も増加しないのであるから，一人当り所得が減少することはない。言いかえれ
ば平均の生活水準が下がることはないのである。したがって今日低迷状態にあるからと
言って過剰に悲観的になる必要はない。先ず立法府と行政府と経済界の三者の関係が正さ
れ，癒着と言われるマイナス面が除去されるならぼ，国の内外の人々の日本経済に関する
信頼が回復されるであろう。そしてそうなれば，潜在的供給能力を完全に顕在化させて，
可能な最大限の成長を持続させることができるであろう。さらにその上で適正な所得の再
配分が行なわれれば，国民の経済生活は眞に豊かなものとなる。このことは生産年令を越
えた高令者が多数いる社会においては特に重要である。
　最後に次の二点を附記して小論を終りたい。第一は教育の充実とそれと関連する研究活
動の一層の促進であるeこれらは上記の公共財という側面をもつものである。したがって
その確保は当然に政府の役割となる。
　第二は国際公共財と考えられる各種の国際機構の維持，発展に関して積極的にとり組む
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べきことである。日本の政策はともすれば国内優先になるきらいがあった。経済活動の地
球化グローバライゼ／ションが一段と進むと予想される21世紀を迎えるに当って，適切な
国際公共財が存在しないならば，国内経済の運営もうまく行く筈がない．
（平成9年11月7日受理）
